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コミュニティ・スクールによるコミュニティ創成の可能性































































































































































































































































































































































字名 世帯数 人口 未加入
世帯
未加入率
1 喜名 626 2,002 481 43.5%
2 親志 71 190 104 59.4%
3 座喜味 519 1,551 183 26.1%
4 伊良皆 284 870 463 62.0%
5 上地 29 77 110 79.1%
6 波平 827 2,540 372 31.0%
7 都屋 225 687 261 53.7%
8 高志保 492 1,581 344 41.1%
9 渡慶次 425 1,260 205 32.5%
10 儀間 268 808 187 41.1%
11 宇座 398 1,251 144 26.6%
12 瀬名波 319 931 213 40.0%
13 長浜 330 929 353 51.7%
14 楚辺 793 2,286 341 30.1%
15 渡具知 317 935 326 50.7%
16 比謝 151 436 289 65.7%
17 大湾 206 618 228 52.5%
18 古堅 241 684 650 73.0%
19 大木 293 855 456 60.9%
20 比謝矼 53 149 184 77.6%
21 牧原 76 241 184 70.8%
22 長田 38 119 54 58.7%
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木久始｢川口プランのカリキュラム開発プロセス」、
『信州大学教育学部紀要　第113号』、2004､（p.134）
７）2013年４月段階で指定校数1,570校。文科省は
2017年までに全公立小中学校の１割（3,000校）
を指定する数値目標を立てた。
８）池田寛編著『教育コミュニティ･ハンドブック』
解放出版社, 2001：p8
９）貝ノ瀬滋／松永透「地域運営学校（コミュニティ
･スクール）の可能性」、天笠 茂編『学校管理職
の経営課題―これからのリーダーシップとマネジ
メント２「新しい公共」型学校づくり』所収、ぎょ
うせい、2011
10）例えば、学校運営協議会の機能である「教員の
任用」について、それを項目から外す地方公共団
体も多い。
11）「2017年全国コミュニティ・スクール研究大会
in岐阜」資料より
12）A.ギデンズ『近代とはいかなる時代か』而立書
房、1993：pp.13-74
13）ギデンズ前掲p.63, 73
14）見田宗介『社会学入門』岩波新書、2006：
pp.177-179
15）バリー・ウェルマン「コミュニティ問題」　野
沢慎司編・監訳『リーディングス・ネットワーク
論』勁草書房、2006所収pp.159~200
16）コミュニティ解放論とは、コミュニティ喪失論、
コミュニティ存続論とは異なり、第一次的紐帯が
存続し、その重要性を失っていないことを認める
ており、この意味で連携は必須であろう。
ただし、ここには一方における ｢お客様化」
した地域住民の存在は無視できないし、他
方では学校において ｢トラブル･メーカー」25）
としての排他的な地域住民の捉え方が流通
していることが予測される。これを超える
為にはコミュニティ創成への参加の回路を
どのように構築していくかが課題となろう。
②重要なのは、｢地域」か ｢学校」か、という
二項対立図式ではなく、さらには、｢行政」
か ｢民間」かということでもなく､ 様々な
取り組みとネットワークを積層していくこ
とこそが重要なのではないか。先にも述べ
たコミュニティ創成とは、この結果として
成立するものだろう。それらの情報を取り
まとめ、提供していく機能を行政に期待し
たい。
③「ネットワーク論」で見てきたように、物
理的な ｢土地」に枠づけられた、ウチとソ
トとを分割するのではなく、関わろうとす
る意志によって関係はいくらでも構築しう
るものとして捉えることも可能であろう。
総務省の提起した交流人口の概念を引くま
でもなく、志向性に媒介された ｢関係性」
こそが、ネットワークの基盤となると考え
られる26）。
＜付記＞本研究は平成25年度せせらぎ助成金
の給付を受けたものである。
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